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序　　　　　文

スリ・ランカ民主社会主義共和国では、国家開発の進展に伴って建設機械が多数導入されたが、

正常に稼働している重機械は全体の 40％程度に過ぎず、その管理や保守・整備体制は必ずしも十

分ではありませんでした。このため同国政府は、建設機械の整備工と建設機械管理者の訓練を組

織的に行う施設を建設して人材を育成するため、我が国に無償資金協力及びプロジェクト方式技

術協力を要請してきました。

これに応じて、無償資金協力により建設機械訓練センター（CETRAC）の建物及び機材が整備さ

れ（第 1 期工事は 1996 年 3 月、第 2 期工事は 1996 年 9 月完了）、国際協力事業団は 1996 年 10 月

から 2001 年 9 月までの予定で、同センターにおいて建設機械訓練センタープロジェクトを実施し

ています。

今般は、プロジェクト開始後約 2 年半が経過したので、これまでの進捗状況を把握、評価し、プ

ロジェクト終了までの協力計画について協議することを目的として、1999 年 5 月 16 日から同 22

日まで、当事業団社会開発協力部社会開発協力第一課課長　押山和範を団長とする巡回指導調査

団を現地に派遣しました。

本報告書は同調査団の調査及び協議結果を取りまとめたもので、今後のプロジェクトの進展に

広く活用されることを願うものであります。

ここに、調査団の各位をはじめ、ご協力いただいた外務省、建設省、在スリ・ランカ日本国大

使館など関係各方面の方々に深く謝意を表すると共に、引き続き一層のご支援をお願いする次第

であります。

平成 11 年 6 月

国 際 協力事業団　　

社会開発協力部　　　　　　　

部長　加 藤 圭 一 　　
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1.  巡回指導調査団の派遣

1 － 1　調査団派遣の経緯と目的

スリ・ランカは第14 次公共投資5 か年計画（1992 ～ 1996 年）の下、電力、通信、運輸等の社会

基盤の強化・拡充を推進して、建設機械を 6,000 台以上保有するに至った。しかしながら、建設機

械の整備技術が系統的に訓練されておらず、知識・技術が不足しているため、正常に稼働してい

るものは 40％程度にすぎない。また同国に建設機械オペレーターの訓練施設はあっても、管理者、

整備工の訓練を組織的に行う訓練施設がないため、この分野の人的資源需要に応えることもでき

なかった。

こうした状況の下、スリ・ランカは社会基盤整備を推進するにあたり、建設機械の円滑な運用・

保守管理に係る人材育成を目的とした訓練センターの設立を計画し、我が国に対して施設建設の

ための無償資金協力と、人材育成のためのプロジェクト方式技術協力を要請してきた。

これに応じて無償資金協力で建設機械訓練センター（CETRAC）の建物・機材が整備される一方、

国際協力事業団は 1993 年 7 月に事前調査団を派遣し、協力の可能性を確認した。1993 年 9 月と

1995 年 7 月には 2 回にわたる長期調査も行われている。これら調査結果を踏まえて、1996 年 3 月

には実施協議調査団が派遣され、討議議事録（Record of Discussions : R ／ D）に関する詳細を詰

めて、建設機械保守・管理の人材養成を目的とする「建設機械訓練センタープロジェクト」が実施

されることになった。

しかし、実施協議調査団の派遣時は民族紛争により治安状況が悪化したため、訓練開始時期を

決定できず、改めて治安確認の調査団を派遣した後、1996 年 7 月にR ／D の署名を取り交わして、

1996 年 10 月、プロジェクトを開始した。以降、同センターの組織づくり、訓練コースの教材作成、

訓練コースの確立／実施等の協力が実施されている。

その後、1998 年 1 月には計画打合せ調査団が派遣され、詳細年次計画の策定、プロジェクト進

捗状況と問題点の把握を行った。

上記、プロジェクト形成の経緯は、下記のとおりである。

今般は、協力開始から約 2 年半が経過したので、これまでの進捗状況を把握・評価し、プロジェ

クト終了までの協力計画について協議することを目的として、巡回指導調査団を派遣した。
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1 － 2　調査団の構成

プロジェクト形成の経緯

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999

要 請 書 受 理

事 前 調 査

長 期 調 査

計 画 打 合 せ
調 査 団

実施協議調査

無償資金協力
　（ 1期）　

無償資金協力
　（ 2期）　

プロジェクト方式
技 術 協 力

6月

1月

7月

9月（第1次） 7月（第2次）

3月（第1次）
　　　7月（第2次）

7月
（E／N）

6月
（E／N）

3月
工事開始

11月
工事開始

7月
R／D署名

10月
第1陣派遣
（山多専門家）

3月
完了

9月
完了

所　　属� 分　　野� 氏　　名�

国際協力事業団社会開発協力部�
社会開発協力第一課長�

建設省土木研究所材料施工部�
機械研究室長�

建設省近畿地方建設局道路部�
機械課機械課長�

国際協力事業団社会開発協力部�
社会開発協力第一課�

総 　 括（ 団 長 ） �

建設機械整備技術�

建設機械整備技術�

協 力 企 画 �

押山　和範�

村松　敏光�

中村　優　�

河添　靖宏�
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Mr. V.K. Nanayakkara Secretary

（3）Institute for Construction Training and Development（ICTAD）

Mr. G. Somapala de Silva Chairman

Mr. Eng. J.K. Lankatilake Director（Operator and Mechanic Training）

（4）Construction Equipment Training Centre（CETRAC）

Mr. G. Neelaratna Manager

Mr. E.M.S.S.K. Gunarathne Deputy Manager

〔日本側〕

（1）在スリ・ランカ日本国大使館

野田　智子 アタッシェ

（2）JICA スリ・ランカ事務所

狩野　良昭 所長

永石　雅史 所員

（3）プロジェクト専門家チーム

江本　　平 チーフアドバイザー

東條　勇雄 業務調整

道正　武志 建設機械整備技術

小野　雄司 建設機械整備技術

小林　末夫 建設機械整備技術

浅尾　兼一 建設機械整備技術

1 － 5　スリ・ランカ側との討議及び調査の方法

本調査に先立ち日本国内において、1999 年 4 月 23 日には調査団の団内打合せ、5 月 12 日には

関係各省及び調査団から成る各省会議を行い、本プロジェクトが有する懸案事項を明らかにした

うえで、これらへの対処方針案（スリ・ランカ側への申し入れ事項）を作成した（付属資料 3）。調

査団は訪問先で事実関係を確認しつつ、この対処方針に基づきスリ・ランカ側に申し入れを行っ

た。これらの討議内容は合同調整委員会で協議して、スリ・ランカ側、日本側の間で合意された

事項をミニッツ（付属資料 1）に取りまとめ、双方の署名が取り交わされた。

一方、評価調査はスリ・ランカ側各関係者及び日本側各関係者から本プロジェクトに対する意

見、要望事項を聞き取る形式で行われた。特に、プロジェクトが実施されている建設機械訓練セ

ンター（CETRAC）では、各専門家及びマネージャー、カウンターパートに対して各人が本プロ

ジェクトをどのように評価しているかをただすとともに、残りのプロジェクト実施期間内に行う
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べき事柄を明らかにするために個別面接調査を行った。同時に、調査実施時点までの成果を明ら

かにするため、投入された機材、カウンターパート配置状況等の定量的な情報についても収集を

行った。

これらの情報に基づき、各団員はプロジェクトの現状評価と諸問題を把握するとともに、①成

果の達成度、②効率性、③計画の妥当性、④自立発展性の見通しに関して定性的評価を行った。
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2.  要　　　約

（1）プロジェクトの進捗状況

本プロジェクトは1996 年 10 月の協力開始後 2 年 6 か月が経過し、この間、おおむね順調に協

力活動が展開されている。プロジェクト・デザイン・マトリックス（付属資料 2）に基づくプロ

ジェクトの進捗状況は次のとおり。

1）運営体制の整備に係る活動

建設機械訓練センター（CETRAC）は 1998 年 10 月に組織を改編しており、これに伴い組織

の定員が 53 名に増員されている（ミニッツAnnex2）。一方、現在充足されていない定員は 12

名であるが、1999 年 6 月中には欠員補充が行われ、活動当初からの懸案事項であったカウン

ターパートの適正配置、組織としての適切な人員配置が満たされる予定である。また、センター

管理部門を担当する副センター長の増員を要求しているところである。

施設・設備管理についてはおおむね良好であるが、ワークショップ上張り出し屋根の軒裏の

施工が悪く、現在、無償資金協力部を通じて関連建設業者に修理を依頼しているところである。

2）訓練教材整備に係る活動

R ／D における基幹コースの全コースで教材が作成されているが、そのうちの一部科目に関

する教科書は現在作成中である。初級・中級レベルの講座についてはシンハラ語の教科書を用

意しているが、管理、監督者及び倉庫管理、記録管理コースは英語で教材が作成されている。現

在、シンハラ語の技術通訳が病気のため、臨時職員を雇用しながら英語教科書のシンハラ語へ

の翻訳を行っている。また、訓練コースが数回繰り返されたところで教科書の見直しが必要に

なっており、各専門家はカウンターパート、訓練生の意見に耳を傾けながら教科書の改訂に取

り組んでいる。

3）訓練コースの確立に係る活動

指導員への技術移転についてはカウンターパートの側から、①コースのための準備に追われ

機械整備に必要な技術を身につける時間がない、②高度な訓練用機材整備については英文の詳

しいマニュアルが存在しないため、あるいは、機材を破損した場合の措置・責任の所在が分か

らないため、機材を使用するのをためらう、等の意見を聞いた。

4）訓練コースの実施に係る活動

訓練コース立ち上げについては順調な進捗を見せているが、半面、カウンターパートへの技

術移転が遅滞する結果となっている。
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（2）対処方針に基づくスリ・ランカ側への申し入れ結果

本調査団は付属資料 3 に基づき、スリ・ランカ側関連機関に申し入れを行った。その内容は合

同調整委員会においても討議された。その結果は以下のとおりである。

1）CETRAC の予算措置について

1999 年度予算については、予算手続き上のミスで 750 万スリランカルピー（約 1,580 万円。

1999 年 5 月 22 日現在 100 円＝ 47.3122 スリランカルピー）しか計上されていないが、同国の

建設部門を指導する建築技術研究所（ICTAD）が責任をもって、内部の調整によりCETRAC に

必要な予算を手当する。

また、2000 年以降は年間 1,500 万スリランカルピーの予算を充当する予定である。1996 ～

1998 年の予算支出実績は付属資料 5 を参照。

2）ICTAD から CETRAC への予算執行権限の委譲について

ICTAD から予算の執行権限をCETRAC に委譲することについては、現行の法律上不可能で

あることを再確認した。また、別の形で改善の申し入れを行った結果、訓練に必要なスペアパー

ツなど、CETRAC が緊急に調達を要する物品については、CETRAC からの申請を受け、ICTAD

が所長の権限で速やかに決裁するとの確約を得た。このことは、最近、ICTAD の調達に要する

時間（約 3 か月）を勘案し、CETRAC が前広に消耗品などを申請できる措置が講じられたこと

と併せて、かなりの改善となった。

3）CETRAC の自活化について

スリ・ランカ政府は政府組織内の採算部門については予算を削減し、組織の自活化を促進し

ている。一方、CETRAC は建設機械整備に係る人材育成を通して公共基盤整備に資する役割を

有しており、国策を支える重要な機関であるという位置づけから、本来の目的（メカニックの

訓練等）をなおざりにして自活のための業務に走ることのないよう申し入れ、了承を得た。あ

わせて、プロジェクト終了後も引き続き政府から必要な財政的支援を受けられる方向で検討さ

れることとなった。

4）国家技術水準、国家技術検定策定について

国家技術水準、国家技術検定を策定するために、科学技術省傘下の職業訓練局（NAITA）を

はじめとする関係各省庁による委員会を設立することが合意された。CETRAC は建設機械訓練

機関としてこれらの実施にかかわるとともに、これが CETRAC にとってもインセンティブと

なるような仕組みを積極的に講ずることとなった。また、日本人専門家はこれらの策定につい

てはあくまで助言を与える立場で協力することとし、実際の作業についてはNAITA をはじめ

とする関係機関でなされるべきことを確認した。

5）CETRAC 定員充足について

現在は定員 53 名のところ 41 名の職員が充足されている（付属資料 4）。12 名の欠員のうちカ
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ウンターパート 6 名については 1999 年 6 月末までに充足される予定であり（採用試験済み）、雇

用の緊急性のそれほど高くない残りの 6 名の職員については 2000 年の雇用を予定しているこ

とを確認した。あわせて、CETRAC のセンター長が雑務に忙殺されることなく全体のマネージ

メントに集中できるようにするため、管理部門を担当する副センター長の配置を求め、了承さ

れた。

6）カウンターパート研修受講者の離職防止について

日本で研修を受けたカウンターパート（ミニッツAnnex7）が帰国直後に離職する傾向を防止

するために、来日前に、帰国後 2 年間の職務継続を約束した文書を取り付けることが、1999 年

から実施されていることを確認した。また、職員の離職防止のためには職員が働きやすい職場

環境を創出する工夫が必要であることを申し入れ、理解を得た。

7）技術移転の促進について（付属資料 12）

今回の調査において、研修コースの立ち上げの方は計画以上に順調に進んでいるものの、日

本人専門家からカウンターパートへの技術移転は、これまで以上に推進する必要があることが

確認されている。今後も十分時間をとり、カウンターパートへの技術移転を重点的に行うこと

が求められていることを相手側、プロジェクト側で確認した。

（3）その他の確認事項

1）新たな法案として、建設関連法案（Construction Bill）が近日中に国会で審議されることに

なっている。この法案が可決された暁には、ICTAD は各種の事業を実施する予算が認められる

ことになり、予算規模は現在の 2,700 万スリランカルピーから 3 倍強の約 9,000 万スリランカ

ルピーになる。

2）長期専門家の任期については4 名の長期専門家の任期満了が近くなってきているが、プロジェ

クト実施期間が半ばを過ぎ、これらの専門家が交代することにより、CETRAC のカウンター

パートにとっても新たな技術分野の切り口で技術移転が可能になるメリットは大きいと考えら

れることから、基本的には再延長は行わず、交代の方向で検討する。
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3.  プロジェクトの現状評価と諸問題

3 － 1　活 動 状 況

（1）運営体制の整備に係る活動

本プロジェクトが実施されている建設機械訓練センター（CETRAC）では、1998 年 10 月の

組織改編に伴い定員が 53 名に増員されている。そのうち、調査実施時点では 12 名の欠員が

生じていたが、1999 年 6 月にはすべての欠員が充足される見通しとなっており、プロジェク

ト開始以降懸案であったセンター運営体制の基礎となる人員の充足が満足される見通しになっ

ている。職員の定着を促す手段は限られているが、職員のなかには高賃金よりも個人の自由

時間を志向する者も多く、管理職は賃金以外に職員に付与できるインセンティブを検討し、実

施することが求められている。

一方、運営体制の更なる拡充として、現在のセンター長が主体となり、センター管理部門

を統括する副センター長のポストを増員要求しているところである。

現在のセンター運営組織及びカウンターパートの配置は付属資料 4 のとおりである。

（2）訓練教材の整備に係る活動

R ／ D における基幹コースの全コースで教材が作成されている。基礎メカニックコース 72

種類、中級メカニックコース 32 種類、上級メカニックコース 7 種類、施工管理者コース 6 種

類、機械管理者コース 1 種類、倉庫管理コース 6 種類、記録管理コース1 種類、R ／D に定め

られたコース以外では軽機械訓練コースの 5 種類で、言語は基本的にはシンハラ語で作成さ

れているが、上級者コースである施工管理者、機械管理者、倉庫管理者、記録管理者コース

では英語の教科書が使用されている。上級者は英語による講座でも受講に支障はないようだ

が、現地語による講座の方が内容に関する理解が高まることは明らかであり、今後は順次現

地語教科書化していくことになっている。現地では機械工学用語を翻訳できる通訳者は限ら

れているが、同センターを定年退官した職員に翻訳を依頼している。

なお、教科書の整備状況は付属資料 6 のとおりである。

（3）訓練コースの確立に係る活動

指導員の育成について、カウンターパートの側からは、訓練コースの準備に追われて機械

整備に必要な技術を身につける余裕がない、また、高度な訓練用機材に係る修理マニュアル

が存在しないため、あるいは、機材を破損した場合の措置を自らが負わなければならない組

織体制であるため、訓練用機材を積極的に利用する環境が整っていないという意見があった。



─ 10 ─

教科書の整備状況を見ても分かるとおり、研修コースの立ち上げは計画以上に順調に進ん

でいるものの、日本人専門家からカウンターパートへの技術移転を今後更に積極的に行う必

要がある。

（4）訓練コースの実施に係る活動

訓練コース立ち上げについては順調な進捗を見せている。現在までに実施されてきた講座

及び今年度の講座実施計画は付属資料 10 のとおりである。一方、技術移転を重点的に行うた

めには訓練コース実施回数を減らす必要もあるため、今後の講座運営計画は適宜見直される

必要がある。

3 － 2　成果の達成度に関する評価

1996 年 10 月の専門家第 1 陣の派遣以来、教材の開発に合わせ、予定されていた各コースを立ち

上げ、本年度に残る記録管理と部品、工具管理のコースを立ち上げることによって予定されてい

た全コースの立ち上げが完了することとなり、順調に成果をあげつつある。

（1）建設機械訓練センターの運営体制

スリ・ランカにおいては、建設機械整備技術者の慢性的な不足が問題となっていることか

ら、センターの運営に際しては、建設機械の整備全般にわたる知識と技能を身につけた技術

者の養成をめざすこととした。このため、建設現場や建設機械整備場における管理者、整備

作業指揮者、各構成要素ごとの専門技術者、作業要員、部品・工具管理者等の各レベルに対

応した研修を行うこととし、それぞれの専門分野の指揮者（インストラクター）、実作業実演

者（デモンストレーター）を教育現場に配置し、必要な教材開発（教材の再構成と公用語であ

るシンハラ語、タミール語への翻訳）、参考図書資料・工具・部品の管理、センターの管理・

運営に携わる要員の配置を要請していたところである。

当初、R ／D に基づき、ミニッツAnnex2 に示す体制で発足し、訓練センター運営のために

必要なスタッフの不足に対しては、センターにおける各コースの運営状況に合わせて確保し

ていくこととされた。

その後、不足要員の補充が逐次なされた結果、若干名の不足はあるが、センターは順調に

運営されている。この不足要員についても、今回の調査において充足を要請したところ、既

に人選が完了しており、辞令を交付するための決裁途上とのことで、まもなく充足されるも

のと思われる。

現在の組織体制は、付属資料 18 に示すように、1998 年 10 月に変更されている。この目的

は、国内に唯一の整備施設を保有し、高いレベルの技術者を擁しているセンターを一層活用
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するとともに、国家財政の危機に対応すべく、収益部門の運営を含む経営の多角化及び安定

化をめざすものである。

しかし、センターの本来の目的は整備技術者に対する教育、訓練である。この目的の遂行

に支障を来さない限りは、収益部門の運営の多角化を否定するものではないものの、立ち上

げ途上においては、必ずしも望ましいものではなく、国の財政の下での運営を第一とし、カ

ウンターパートへの技術移転を優先した体制・運営が望まれる。

また、カウンターパートについて、日本研修後の離職が半数近くに達するなど、定着率が

低い点については、技術移転の効率的な遂行や、技術協力完了後のセンターの円滑な運営に

支障を来すと強く懸念されたが、日本研修派遣職員に対し帰国後の一定期間のセンター業務

への従事を義務づける措置がとられたので、その効果が期待される。また、センターの職務

におけるインセンティブの付与について努力する旨発言があり、派遣専門家も、センター職

員が働きやすい雰囲気づくりに協力していくよう努めることが期待される。

（2）建設機械コースにかかわる教材開発

現在までの教材の整備状況は付属資料 6 に示すとおりで、予定されていた全 7 コースの教

科書作成が完了している。一方、記録管理コースのうち、一部のカリキュラムの教科書は未

整備であるため、これらを鋭意作成中である。

上位職務のコースについては、英語による授業が行われることから、英語の教材を利用し

ている実態がある。今後、早い時期に現地語への翻訳が期待される。

また、シンハラ語のみのコースが多いが、タミール語への翻訳も少数民族への支援の観点

から、今後推進されることが期待される。

現行教材や授業内容については、現在の教材が現有機器に関するものとなっており、今後

想定されるモデルチェンジや他機種への応用を確実なものとする必要がある。また、受講生

派遣元の企業等においても、自己保有機械への習得技術の応用を強く期待している。このた

め、基本的、共通的基盤を整理し、これに基づく具体技術として個別機械技術を位置づけた

整理が望まれる。これにより、技術協力完了後においても、スリ・ランカ独自の力によって、

新しい技術や機械に対応した教材開発が可能になるものと期待される。

いずれにしても今後は、マニュアルなどメーカーから供給される資料に基づいて、既存の

教材に逐次改訂を加えていくために必要な技術力を身につけさせることに重点が置かれてい

くべきと考える。このためには、共通的事項と、機器固有の事項を十分整理した教材へと発

展させる作業を通じた技術移転が有効と考えられる。
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（3）系統的な在職技能向上システムの開発

スリ・ランカにおいては、建設機械の整備技術に関する研修機関がなく、現場やディーラー

の工場に配属されたなかで、業務を通じて学習するオンザジョブ・トレーニング（OJT）方式

がとられていた。これを補足するため、現場技術者が勤務を継続しながら整備技術を学ぶた

めの通信教育（Module of Employment Skill : MES）が実施されているのみであった。一方、

現場技術者が不足している状況のなか、建設現場では長期にわたり技術者を研修に出すこと

もままならないため技術者に対する長期間の研修は困難で、OJT と訓練センターにおける研

修とを有機的に結合させることが計画された。

CETRAC の運営開始により、実技・講習を系統的に研修することが可能となったため、通

信教育制度は廃止された。CETRAC は、研修機能以外にも、国家的な整備技術水準の向上を

めざし、国家技術水準（NSS）及び国家技術検定（NTT）を整備する準備を進めている。これ

らは機能整備技術者、建設機械整備場運営管理者等に要求される技術レベルを設定するもの

であり、このような水準検定に応じてセンターのカリキュラムを整理するとともに、それら

を実施運用するための技術者育成も必要となってくるであろう。

（4）コースの持続的運営

一部のコースを除き、受講希望者、派遣希望者も十分あることから、少なくとも CETRAC

がスリ・ランカの需要に合致したものであることは確認できた。しかしながら、例えば基礎

メカニックコース（BM）においては、現場におけるOJT と CETRAC における研修を組み合

わせた体制が確立しつつあるものの、他のコースについては、研修受講者の現場におけるOJT

後の、次の研修へのステップアップについて、フォローされていない状況が見られるなど、

CETRAC の有する機能が十分活用されているとは言い難い状況も見られる。BM については、

2、3 年目の研修における欠員に対し、試験により同等レベルにある者を新たに受け入れる等

の制度を設けるなどにより、整備工の着実な供給とCETRAC の持続的運営を図ることが望ま

れる。他のコースについては、受講者及び派遣者の再受講希望、入校者の受講経歴等を調査

するなど、再受講者の増加を図るためのカリキュラムの充実などが重要であると考える。

3 － 3　効率性に関する評価

投入されたすべての機材は訓練に活用されており、無償資金協力によるセンター建物の管理は

おおむね適切になされている。なお、整備工場が車庫を兼ねていることから、研修のたびに機械

を移動する必要があり、利便性を欠くとの指摘がスリ・ランカ側からあったが、スペースの制約

と防犯上の観点からやむを得ないものと思われた。

なお、日本側の投入である派遣専門家、供与機材、研修員受入れの実績はミニッツAnnex5 ～
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7、ローカルコスト負担については付属資料 14、またスリ・ランカ側投入のうちカウンターパート

の配置は付属資料 4、予算措置については付属資料 5 のとおりである。

3 － 4　計画の妥当性

（1）上位計画との整合性

建設機械の運用効率の向上は、都市整備に係る社会資本整備事業を円滑に進めていくため

に欠かせない。このため、部品・機械の管理、記録と機械整備技術の向上とともに、機械運

用・管理を改革的に進める管理技術の向上が急務となっている。建設機械に関する整備技術

者から、モータープールの運営管理者まで、建設機械の運用、管理の総合的な技術力向上を

図る本プロジェクトは、発足間もない現在では、まだその効果を定量的に把握できるもので

はない。しかし、ベーシックコースへの受講希望者は、募集の数十倍に達するなど、潜在的

なニーズがあることは確かで、国家プロジェクト遂行上の必要性はいまだに高いものと考え

られる。

（2）プロジェクト目標の妥当性

センターの運営体制はスリ・ランカ側の努力により徐々に整いつつある。訓練コースに係

る教材は 100 種類を超えているが、これらは現在もよく活用されており、今後も研修コース

を実施する際には改訂を経つつ活用されていく体制が整いつつある。また、建設機械整備に

係る研修に関する官民の需要は高く、プロジェクト終了後においても訓練コースが持続的に

運営される可能性は高い。以上から、プロジェクトの目標は妥当なものであると判断される。

（3）プロジェクト目標、成果及び投入の相互関連性に対する計画設定の妥当性

本プロジェクトによる人材育成はまだ開始されたばかりであり、スリ・ランカ全体の状況

を一変させるような効果は発現していない。しかしながら人材育成システム自体は確立した

といってもよい状況にあり、今後徐々に効果は発現していくものと思われる。

3 － 5　自立発展性の見通し

（1）制度的側面

スリ・ランカにおける建設機械整備技術向上を図る建設機械訓練センターの設立は、整備

技術が建設機械の運用効率の向上に欠かせないものとの認識を惹起し、整備技術に係る国家

水準制定の機運を高めた。これは、センター設立の具体的な効果として評価されるものであ

る。

一定の技術レベルが国家的要請として認知され、これをめざした整備技術者の自助努力と、
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自助努力を支援する教育制度・機関が機能すれば、自発的な整備技術向上サイクルが定着す

るものと期待される。

今後、残された技術協力期間において、専門家の協力の下で、スリ・ランカの実情に即した

国家技術レベルの設定が行われることが、センターの位置づけをより強固なものとし、建設

機械運用技術・整備技術を向上させると期待される。

（2）財政的側面

センターの運営に必要な経費としては、年間 1,500 万スリランカルピーの予算措置を予定し

ており、現在までの予算及び執行実績は付属資料 5 に示すとおりである。初年度はコースの

立ち上げも十分でなかったことから、予算が消化されなかったが、1998 年度は、予算の不足

が充足され、財政的な支援も十分であった。

1999 年度については、国家財政の逼迫を反映して大幅な削減が計画されており、独自の収

入確保を余儀なくされている。このため、組織上、外部からの委託を受け入れる体制がとら

れている。

しかし、人員が充足されていない状況に加えて、センター運営に必要な技術移転が十分行

われていない現状で受託業務を遂行することは、今後の技術移転や授業の遂行に支障を来す

ことが懸念される。

建築技術研究所（ICTAD）も、研修が主目的であるとして、これに対する財政措置の必要性

を認識し、現在、国会で建設関連法案（Construction Bill）が検討されていて、年間 9,000 万

スリランカルピーの予算措置を可能とする計画が閣議に上程されている。調査団はこれら予

算措置の充足を強く要請し、スリ・ランカとしても努力することが表明された。センターの

運営においては、研修の遂行を前提とし、このための十分な予算措置が欠かせないとする双

方の共通認識が協議において確認されたので、今後の動向に留意する必要がある。

（3）技術的側面

前半のセンター運営については、緊急の研修需要に応えるとともに、国内にセンターの設

立を広くアピールし、設立効果を早期に発現するため、研修の遂行に努力を傾注してきた傾

向が認められる。この点について、受講者の募集状況や充足率を見る限りにおいて、発足と

円滑な立ち上げについてはかなり効果があったと認められる。しかしながら、将来の技術協

力終了後においては独力で新しい機械に対応した教材を作成し、各コースにおける授業を進

めていく必要があることから、今後はセンター運営の基本的な技術の移転に主眼を移すこと

が望まれる。

この観点から、技術移転の到達レベルについて専門家とカウンターパートが相互に評価を
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行い、計画的な技術移転を進めるため、付属資料 12 に示すような進捗管理システムを取り入

れている。このような相互評価とこれに基づく技術移転の遂行は効果的である。しかし、今

回の調査において専門家とカウンターパートのヒアリングを行ったところ、技術移転の進捗

に対する相互の評価の違いが見受けられたため、今後は双方が活動の目標を共有しながら、技

術の移転が進められる必要がある。そのためには、専門家が、エンジニア、インストラクター、

デモンストレーターなど、それぞれに期待する技術レベルと現状の進捗評価、カウンターパー

トが専門家に求める技術移転の内容、及びそのレベルと現状の進捗評価を対比させ、残され

た期間にどのような手順で技術を移転していくかに関して双方が共通認識をもつことから始

める必要が認められる。
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4.  プロジェクトの今後の活動計画

エンジンテストベンチなど、建設機械の修理に必要な施設ではあるものの国内には数少ない機

材を必要に応じて外部から持ち込まれる故障機械を整備するために用いることは、スリ・ランカ

の建設機械の運用効率向上に資すると考えられる。また、施設を開放することにより無償資金協

力で援助された機器が有効に活用されることにもつながり、また現場の整備技術者が高度な機材

を利用する機会を与え、また建設機械を整備するために必要となる機材に関する知識・技術を経

験的に習得する機会を与えるものと考えられる。

このため、これら業務は、本来の目的である教育に支障を来さない限りにおいては、活用を図

ることを否定するものではない。しかし、かかる活動は、単に財政上の観点から進められること

は望ましくなく、センターの運営が順調に軌道に乗ってから積極的に進められるべきものと考え

る。
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5.  提　　　言

5 － 1　日本側のとるべき対応策

（1）カウンターパートからは、コース運営のための準備に時間を取られ、高度な訓練用機材整備

については十分な技術移転が受けられない、あるいは、自らが建設機械の知識を身につける

ための時間がないという意見が共通して聞かれた。このような状況から、今後はカリキュラ

ムの再検討を通してカウンターパートへの技術移転を行うための時間を十分確保し、各専門

家もカウンターパートが有するニーズを踏まえつつ、より技術移転に重点を置いた活動を行

うことが望まれる。

（2）これまで 3 年間にわたりカウンターパートを指導してきた長期専門家については、基本的に

は任期再延長は行わず、交代する方向で早急に検討を開始する。（対象となる専門家：1999 年

9 月末 2 名、11 月末 2 名）

（3）スリ・ランカ側の懸案である国家技術水準、国家技術検定制度の策定については、この役割

を担う機関である科学技術省職業訓練局が過去にも各種技術水準・試験の策定を行っており、

そのノウハウを有している。このため、建設機械に関する技術水準、技術検定について、日本

人専門家は同局に対しても技術的助言を与える立場で協力を行う。

5 － 2　スリ・ランカ側のとるべき対応策

（1）建設機械訓練センター（CETRAC）は建設機械整備に係る人材の育成を通して公共基盤整備

を促進する役割を担っている。CETRAC のこのような高い公共性を考慮し、建築技術研究

所（ICTAD）はプロジェクト実施中及び実施後も継続してCETRAC に必要な財政的支援を行

う。

（2）日本で研修を受けたCETRAC のカウンターパートが帰国直後に離職することを未然に防止

するための規則を遵守することとする。一方、プロジェクト終了後のセンター運営体制確立

を念頭に置いて、CETRAC の管理職は職員に対して働きやすい職場環境を提供するとともに、

管理部門を担当する新たな副センター長ポストを含めた空席ポストを早急に充足する。
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6.  合同調整委員会における協議及びミニッツ

今後の技術移転の円滑な進捗を図ることを目的として、合同調整委員会が開催された。出席者

及び討議内容は議事録（付属資料 15）のとおりである。

日本側からの提言事項とそれに対する回答は以下のとおりである。

（1）建設機械訓練センター（CETRAC）の予算措置について、年を追うごとに政府からの予算が

削減される計画になっているが、CETRAC の収支状況を勘案するとセンターの自活は困難で

あり、プロジェクト終了後も継続的に公的予算措置が必要であることを申し入れた。

この件について、CETRAC を管轄する住宅・都市開発省（MH&UD）は了解し、プロジェク

ト終了後も継続的に予算措置が行われることが了解された。

（2）CETRAC の独自予算について、上位機関である建築技術研究所（ICTAD）が予算執行権を

有しており、CETRAC は 3 か月前に必要な物資を ICTAD に請求し、ICTAD がそれに基づき

調達を行うシステムになっているが、至急必要な物資に関して調達期間を早める努力をする

ように ICTAD に申し入れた。

この件について、至急必要な物資の調達期間を早めるよう努力するとともに、計画的な調達

請求を可能にするために CETRAC は備品リストを作成して、恒常的に必要な物資を計画的に

請求できる仕組みをつくることが了解された。

（3）日本研修を受けたカウンターパート 7 名のうち 3 名が離職している現状を考慮し、カウン

ターパート研修受講生及び職員の離職を未然に防止するための方策を検討するよう申し入れ

た。

この件について、CETRAC は日本研修受講予定者との間に帰国後最低 2 年はCETRAC で勤

務すると約束する文書を研修派遣前に取り交わすことになった。また、職員の離職防止のた

め、CETRAC の管理職は職員が働きやすい職場づくり、職員の価値観を勘案した勤務形態な

ど、賃金待遇以外の職場環境を充実するように心掛けることが約束された。

（4）国家技術検定（NTT）、国家技術水準（NSS）の策定について、職業訓練局（NAITA）からプ

ロジェクトに対して協力要請があった。これら試験、技術水準を策定するためには、NAITA

等の他機関との共同作業となるため関係機関による策定準備委員会を設立することを提言す

るとともに、プロジェクト専門家の通常活動への負荷を低減するため、策定に係る助言的活
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動にとどめるよう、関係各方面に提言を行った。また、CETRAC が試験実施機関として適切

なインセンティブを受けられるように提言した。

この件について、NAITA、ICTAD、CETRAC による策定準備委員会が既に設立されている

ことが明らかになった。また、NAITA はこのような国家試験、技術水準の策定ノウハウを有

しているため、プロジェクト専門家はあくまでも策定作業に係るアドバイザリー業務を担う

ことで合同調整委員会において合意を得た。試験実施機関であるCETRAC が適切なインセン

ティブを得られることに関しては、CETRAC 訓練生が優先的に公共事業現場で働く機会を得

られるようにする等の案が検討されており、今後はその他の具体的な方策が検討されること

になっている。

合同調整委員会で討議された以上の事項は付属資料 1 のミニッツにまとめられ、スリ・ランカ

側と日本側で合意された。
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